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将来人口の見通し

66千人6千人
38％

53％

９％
H42

総人口の減少と超高齢社会の進行
人口減少と高齢化が急激に進む
生産年齢人口が減少

H2からの 20 年間で約７％減少 H22からの 20 年間で約２６％減少

　いまの日光市は、人口減少、少子高齢化が進んでいます。そのため、
市の財政状況は悪化しており、持続可能なまちづくりを進めるために、
「改革」が「待ったなし」の状況にあります。

◆人口は、平成27年度国勢調査において、前回（平成22年度）から
　6,626人減少（減少率：△約7.4％）
　※減少率は栃木県全体の減少率（△約1.3％）を大きく上回っています。

◆市の収入の基本である平成28年度市税は、人口減少、とくに現役世代の大幅減少に
　より、平成18年度に比べ９億円減少しました。加えて、合併に伴う国の財政支援の
　減少が平成28年度からはじまり、平成28年度の地方交付税は、前年度から６億円
　減少し、今後も確実に減少していきます。

日光市公共施設マネジメント計画より

【人口減少等に伴う日光市の財政状況】
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◆例えば、日光市は、合併によって多くの老朽化した施設を抱えており、財政基盤の強
　化のため、早急に整理統合を進め、維持コストを削減することが一つの対策です。
　※日光市民１人あたりの公共施設保有面積＝6.08㎡
　　→全国平均3.42㎡（平成25年度)　　　　　　　　

◆今後、国からの財政支援が縮小していくことから、市政経営の「改革」なしでは、現
　在の行政サービスの継続は困難です。新たな収入を生み出すとともに、余分な行政コ
　ストを削減し、真に必要な市民サービスを見極めた施策の展開が必要です。さらには、
　人口減少や少子高齢化への対策を強化しなければなりません。

　これまで培った「会社経営と議員経験」をもとに、これからの時代を見据えて、
　市政に新風を吹き込むべく、わたくしの考えを「政策集」にまとめましたので、
　是非ともご覧ください。

　日光市のより一層の発展のため、「覚悟をもって」市政経営に臨んでま
　いります！

【これからの市政は？】

全国平均の1.8倍！

◆これらの日光市の現状により、財政の余裕度を示す経常収支比率は、平成18年度の

　93.5％から平成28年度には97.6%へ4.1ポイント悪化しました。これは例える
　と、100万円の収入があった場合、平成18年度は6万5千円の自由に使え
　るお金があったものが、今は2万4千円しか使えなくなったことを意味して
　います。

【日光市の経常収支比率】

【経常収支比率とは】
　経常収支比率は、財政の弾力性（ゆとり）を見るための指標です。
　毎年経常的に使われる支出(人件費など主に義務的経費)に対して、経常的に得られる収
入がどのくらい使われているかを表すものです。
　この割合が低いほど財政にゆとりがあり、柔軟な対応がと れることになります。この比
率は 70%～80%が望ましい数値とされています。
〔参考〕県内他自治体の「経常収支比率」＝鹿沼市：91.3％、 真岡市：88.9％ 、佐野市：87.6％

【経常収支比率】
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